
COVID-19 パンデミックへの
ソフトウェア開発チームの適応

早瀬 康裕1,a) 今村 光良2,b)

概要：2020年冒頭からの COVID-19 (新型コロナウィルス感染症) の感染拡大によって，ソフトウェア開

発者もまた急激な勤務環境の変化に直面した．本研究では，企業内のソフトウェア開発チームが，感染拡

大にともなう環境変化にどのように対応したのかと，その対応に影響した要因とを調査した．調査の結果，

この環境の変化は，多くの開発チームに開発速度の低下をもたらした一方で，コミュニケーション手段の変

化については適応に成功したチームと困難をかかえたチームとに明暗が分かれていたことが分かった．ま

た，適応に成功したチームには，コミュニケーションツールの採用や活用に積極的である傾向が見られた．

1. はじめに

2020年冒頭から，COVID-19 (新型コロナウィルス感染

症) が世界的に流行し，生活や経済に大きな影響を与えて

いる．*1 日本でも，2020年 4月 7日に複数の地域に対して

緊急事態宣言が発出され，個人に対する外出自粛要請が行

なわれた．企業活動に対しても，2020年 4月 13日に経済

産業省から所管する 948 団体を通して，新型コロナウイ

ルスの感染症拡大を防ぐ目的でテレワークの推進が要請さ

れた．*2 パーソル総合研究所が 2020年 4月 10日から 4月

12日に行なった新型コロナウイルス対策によるテレワーク

への影響に関する緊急調査*3では，テレワークを実施した

6,273 名のうち，現在の会社で今回初めてテレワークを実

施したのは 68.7%であり，多くのオフィスワーカーが緊急

事態宣言によって在宅勤務を余儀無くされたことがわかる．

ソフトウェア開発において，変化への適応は重大な関心

事であり，特にアジャイルソフトウェア開発の分野では中

心的な感心が払われてきた． [1] [2] また，在宅勤務など

によってソフトウェア開発チームが地理的に分散すること

も，現在では一般的になっている [3]． しかし，世界中の
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多くのチームが同時に在宅勤務への強制的な変化を経験す

ることは，これまでには存在しなかった．このような状況

で開発チームがどのように変化に対応したのかを知ること

は， COVID-19 の感染が続く中でソフトウェア開発をど

のように行うかを判断する材料となるだけでなく，今後の

社会情勢の変化や災害発生などによる環境変化に備える上

でも有用な知見になると考えられる．

そこで本論文では，COVID-19 感染拡大にともなう在宅

勤務への変化に対して，開発チームがどのように対応した

のかと，その開発チームの対応に影響した要因が何であっ

たのかを調査する．この調査の目的に対応して，以下の 3

つのリサーチクエスチョン (RQ) を設定した．

RQ1: 緊急事態宣言は，開発速度やコミュニケーション

にどのように影響したのか

緊急事態宣言の影響として想定されることに，開発の

停滞と，開発チーム内外のコミュニケーションの障害

がある．そこで，開発の速度がどのように変化し，コ

ミュニケーションにどのような変化と困難があらわれ

たのかを調査することを，第一の RQとする．

RQ2: 開発速度に影響していた要因は何か開発速度の変

化には，チームによって差があると予想される．その

開発速度の変化に，どのような要因が影響したのかを

明らかにする．

RQ3: コミュニケーションに影響した要因は何か RQ2

と同様に，チームごとに異なるコミュニケーションの

状況に影響した要因が何であったのかを明らかにする．

RQ の回答を明らかにするため，緊急事態宣言の発出後

約 1ヶ月の 2020年 5月冒頭に，国内金融機関の社内開発

チームに対して，アンケートを実施した．アンケートで問
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い合わせたのは，開発速度と，コミュニケーションの状況，

宣言下で開発を進めるにあたって実施した工夫である．ア

ンケート結果の分析では，RQの回答を調べるとともに，分

散開発の特性に基づいたアンケート結果の分析も行なった．

以下， 2 節で関連研究を説明し， 3 節で調査の方法と結

果を述べ，4 節でまとめと今後の課題を述べる．

2. 背景

地理的に分散した環境でのソフトウェア開発として，ア

ウトソーシングやオフショアリングが以前から実践され，

研究の対象となっている．その中でもオフショアリング

は，開発者を確保するとともに，発展途上国との人件費の

差を利用した開発コストの低減を目的に行なわれることが

多かった． [4], [5], [6] 伝統的に，アウトソーシングやオフ

ショアリングで注意が払われてきたのは，文化の違いへの

対応 [6] や，スキルの標準化 [5]，厳密な文書化 [7] などで

あり，その方法として開発プロセスの整備や，ドキュメン

トの形式化が行なわれてきた．

一方，アジャイルソフトウェア開発は， XP の Sit To-

gether (全員同席) ルール [1] に代表されるように，対面で

の頻繁なコミュニケーションに基づく協調が重要視されて

きたが，近年では地理的に分散した開発者がチーム内に存

在するアジャイルソフトウェア開発も一般的になってい

る．[3], [8] しかし，チームメンバー全員が分散した場所に

いる (すなわち，場所を共有するメンバーがいない) チー

ムは，2016年の調査においても全体の 39% [8] に留まり ，

まだ一般的にはなっていない．分散でのアジャイル開発を

行う目的としては，アジャイル以前からのアウトソーシン

グおよびオフショアリングと同様に，開発者の確保と開発

の大規模化，コスト低減がある [9], [10] が，それらに加え

て開発者の転居についての意思を尊重する [11] といった理

由も存在する．分散でのアジャイル開発で特に重視される

こととしては，文書化や，文化の違いへの対応などに加え

て，コミュニケーションをオープンに保つ責任や，作業負

荷の均等化，ある程度の頻度で対面での打ち合わせを行う

ことなどがある．[9], [12], [13]

日本においても，2017年以降に日本政府が推進した「働

き方改革」 *4 *5 の一環として在宅勤務が推奨 *6 *7 され，

ソフトウェア開発者でも在宅勤務を行うことが少しづつ浸

透し始めている．

*4 ”働き方改革実行計画書 (概要)”, https://www.kantei.go.jp/
jp/headline/pdf/20170328/05.pdf (accessed 2020/08/08

*5 厚生労働省, ”「働き方改革」の実現に向けて”, https://www.
mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000148322.html

(accessed 2020/08/08)
*6 総務省, ”テレワークの推進”, https://www.soumu.go.jp/main_

sosiki/joho_tsusin/telework/ (accessed 2020/08/08)
*7 テレワーク推進フォーラム, ”テレワーク推進企業ネット
ワーク”, http://teleworkgekkan.org/network/ (accessed
2020/08/08)

COVID-19 パンデミックによるソフトウェア開発に影

響について，Ralph らは開発者個人の wellbeing (健康や

幸福) と生産性について，国際的なアンケート調査を行

なった．[14] この調査では，2225件の回答から，開発者の

wellbeing と生産性が損なわれていることと，wellbeing と

生産性との間に相関があることを発見した．本研究は開発

者個人ではなくチームにフォーカスした点で，この研究と

違いがある．

3. ソフトウェア開発チームの状況の調査

本節では，ソフトウェア開発チームが， COVID-19 の

感染蔓延による環境変化に対して，どのように対応し，ど

のような困難をかかえているのかを調査して，その結果を

報告する．

調査方法は匿名によるアンケートであり，国内金融機関

において社内向けシステムを内製する開発チームに回答を

依頼した．これらのチームは， COVID-19 による経産省

からのテレワーク要請以前には在宅勤務を経験していな

い．アンケート実施期間は 2020年 5月 1日から 5月 8日

である．この期間は当初の自粛要請の期限にあたる 5月 6

日を基準としており，自粛要請による在宅勤務を開始して

約 1ヶ月経過した時点である．

アンケートの項目を，表 1 の左側の列に示す．アンケー

トでは，チームの概要と，開発の進捗状況，そしてコミュニ

ケーションの状態を尋ねている．特に，コミュニケーショ

ンについての質問では，代表的なコミュニケーションツー

ルの使用状況と，コミュニケーションに感じる困難につい

て尋ねた．

また，アンケート項目作成時に想定できなかった，コ

ミュニケーションや開発の状況についての情報を得るため

に，コミュニケーションに困難を感じる (あるいは感じな

い) 理由と，開発業務を進めるために行なっている工夫と

を，自由記述で問い合わせた．この 2つの設問への回答は，

内容を人手で分類した後に，分析に用いるものとする．

3.1 アンケート結果の概要

アンケートの各項目への回答結果を，表 1 の右側に示

す．有効回答数は 28件で，開発の平均関係者数は約 10名

である．期間中の主な勤務形態としてテレワークを行なっ

ているのは 16 チームであり， 12チームは主に出社して業

務を行なっていた．

ロックダウン以降の開発速度が遅くなったと回答したの

は 13 チームと半数弱であり，14チームは以前と変わらな

い速度で開発が進んでいると回答した．

代表的なコミュニケーションツールの使用状況を見ると，

顕著に使用頻度が高まったツールとして Slackと Hangouts

があった．一方で，E-mail と Slack 以外のツールは，半数

以上のチームが「使用したことがない」と回答した．
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表 1 アンケートの設問と回答概要
設問 (1) (2) (3) (4) (5) (0)

1. ソフトウェア開発の関係者数 9.7 ± 5.1

2. 緊急事態宣言以降の主な勤務形態

(1) 出社 (2) テレワーク 12 16

3. 緊急事態宣言以降のソフトウェア開発速度

(1) ほぼ停止している (2) 遅くなった 0 13 14 1

(3) 以前と変わらない (4) 加速した

4. 各コミュニケーションツールの利用頻度

(1) 使わなくなった … (3) 以前と同程度に利用 …

(5) 頻度が高まった (0) 使用したことがない

Slack 0 0 1 0 16 11

Mattermost 5 2 5 0 0 16

Discord 0 0 1 0 0 27

Hangouts 0 0 0 2 12 14

Zoom 0 1 2 2 3 20

MS Teams 0 0 0 2 2 24

WebEX 0 0 0 0 1 27

Remo.co 0 0 0 0 0 28

Skype 0 2 5 0 4 17

Line 0 0 7 1 1 19

LINE WORKS 0 0 0 0 3 25

GlobalMeet 0 0 0 1 0 27

Chatwork 0 0 0 0 0 28

E-mail 2 3 17 3 2 1

5. 緊急事態宣言以降のコミュニケーションについて

どう感じるか

(1) 困難を感じる (2) 変わらない 5 18 4

(3) コミュニケーションしやすくなった

6. 前項のように感じた理由 (自由記述)

7. ロックダウン中に業務を進めるための

工夫があれば教えてください (自由記述)

表 2 状況についての特徴
状況 件数

コミュニケーションの質が低下した 4

コミュニケーションのオーバーヘッドが妨げに

なっている 3

ユーザとの対話が不十分 3

以前と同じ手段でコミュニケーションできている 2

リモート作業環境で作業効率が 向上/低下 した 1 / 1

コミュニケーションに困難を感じているのは 5 チーム

あった一方で，逆にコミュニケーションしやすくなったと

回答したチームは 4 つあり，チームによって状況が分か

れた．

自由記述の 2 つの設問 (設問 6と設問 7) への回答に対し

て行なった処理について説明する．自由回答の設問におい

て， 2 件以上の回答に出現した要因を人手で抽出した．抽

出に際しては，設問 6と設問 7の回答は区別せずに行なっ

た．その理由は，コミュニケーション上の工夫が設問 6へ

の回答に登場していたり，チームがかかえている困難が設

問 7の回答に登場していたためである．抽出した特徴と回

答件数とを，チームの置かれている状況と，実践している

対処とに分類し， 表 2 と 表 3 に示す．

表 3 対処についての特徴
工夫 件数

積極的なコミュニケーション 10

新しいコミュニケーションツールの採用 9

コミュニケーションツールでの会話を記録 4

誤解を生みにくいコミュニケーション 3

勤務時間を以前と同じに保つ 2

3.2 アンケート結果の分析

アンケート結果と自由記述から抽出した特徴とを分析し

て，3 つの RQ への回答を得る．

RQ1 (開発チームへどのように影響したのか) の回答

まず，開発速度について見ると，半数弱のチームで開発

速度が低下しており，「加速した」と回答したチームは 1つ

に留まった．このことから， COVID-19 への対応におい

て，開発速度は概ね低下する傾向にあると言える．

一方で，コミュニケーションの困難については，変わら

ないと回答したチームが最多であるとともに，困難を感じ

ると回答したチームとコミュニケーションしやすくなった

チームが同程度に存在した． このようにチームによって状

況が分かれた理由については，RQ3 で探る．

RQ2 (開発速度に影響していた要因は何か) の回答

開発速度に影響していた要因が何かを調べるために，設
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表 4 開発速度との関係が見られた項目
グループ (2) 遅くなった (3) 変わらない

+ (4) 加速

チーム数 13 15 p 値

設問 1 (ソフトウェア開発の関係者数) 8.1± 5.2 11.1± 4.7 0.12

設問 5 (緊急事態宣言以降のコミュニケーション) 0.15

　　　 (1) 困難を感じる 4 1

　　　 (2) 変わらない 8 10

　　　 (3) コミュニケーションしやすくなった 1 3

(自由記述中の特徴)

　以前と同じ手段でコミュニケーションできている 0 2 0.48

　ユーザとの対話が不十分 3 0 0.087

　コミュニケーションツールでの会話を記録 0 4 0.10

問 3に対して，「(2) 遅くなった」と回答したチームと，「(3)

以前と変わらない」もしくは「(4) 加速した」と回答した

チームとで 2グループに分け，その他の設問に対する回答

の差を調べる．前者のグループは 13チーム，後者のグルー

プは 15チームからなる．開発速度との関係が見られた設

問について，表 4 に示す．

選択型の設問の中で差が見られたのは，設問 1 (ソフト

ウェア開発の関係者数) と，設問 5 (緊急事態宣言以降のコ

ミュニケーションについてどう感じるか) であった．関係

者数について見ると，開発が遅くなったチームの関係者数

が少なく，この差を t 検定で調べると p 値は 0.12 となっ

た．コミュニケーションに困難を感じるチームほど開発速

度が遅くなる傾向があった．この差についてカイ二乗検定

で調べたところ， p 値は 0.15 であった．一方，設問 2 (緊

急事態宣言以降の主な勤務形態) や，設問 4 (各コミュニ

ケーションの利用頻度) の回答には差が見られなかった．

自由記述の回答から抽出した特徴の中で差が見られたの

は，「以前と同じ手段でコミュニケーションできている」

「ユーザとの対話が不十分」「コミュニケーションツールで

の会話を記録」の 3つであった．この 3つについて，フィッ

シャーの正確確率検定を行なった．なお，「以前と同じ手段

でコミュニケーションできている」と回答した 2チームは，

いずれも設問 2(主な勤務形態)に対して「(2) 出社」と回

答していた．一方，自由記述中の出現回数の多かった「積

極的なコミュニケーション」や「新しいコミュニケーショ

ンツールの採用」については，グループ間での差が見られ

なかった．

以上の結果から，開発速度が低下したチームには，コミュ

ニケーションに困難を感じるチームが多く，特にユーザと

の対話に困難を感じる場合に顕著であることが分かった．

また，開発の速度を維持できたチームは，対面での会話と

の違いを積極的に利用することでコミュニケーションの記

録を残したり，緊急事態宣言以前からコミュニケーション

ツールの使用に慣れている傾向が見られた．

RQ3 (コミュニケーションに影響していた要因は何か) の

回答

RQ2と同様に，設問 5 (緊急事態宣言以降のコミュニケー

ションについてどう感じるか) の回答 (1) ～ (3) で，チー

ムを 3グループに分け，その他の設問に対する回答の差を

調べる．結果を表 5 に示す．

まず，選択型の設問で差が見られたのは，RQ2の結果か

らも予想される通り，設問 3 (緊急事態宣言以降のソフト

ウェア開発速度) であり，コミュニケーションに困難を感

じるチームほど開発速度が低下する傾向が見られた．この

差をχ二乗検定 にかけたところ，p=0.080 となった．一

方で，RQ2では差の見られた設問 1(ソフトウェア開発の

関係者数)を含む，他の設問では差異が見られなかった．

次に，自由記述から抽出したうちで差の見られた特徴

が 5つ存在した．これらの項目の検定には，フィッシャー

の正確確率検定を用いた．5つの特徴のうち上の 3つは，

チームの状況についての説明である．ここで注目するの

は，グループ 3(コミュニケーションしやすくなったと回答

したチーム)の自由記述回答にはコミュニケーションにつ

いての問題が出現していなかったことである．一方で，コ

ミュニケーションのオーバーヘッドや質の低下の問題は，

グループ 2(変わらない)でも認識されていた．下の 2つは，

緊急事態宣言に対処した内容の説明である．積極的にコ

ミュニケーションを取ることや，会話の記録といった対処

が，グループ 1(困難を感じる)の回答には登場しなかった

点が特徴的である．

以上に加えて，コミュニケーションツールの利用頻度の

回答を，全ツールについて総計したところ，グループ 3で

使用したことのあるコミュニケーションツール総数が多い

ことを発見した．この結果について多重比較法である一元

配置分散分析を行なったところ， p=0.036 となった．

以上をまとめると，困難を感じたチームの傾向として

は，ユーザとの対話のチャネルが限られている，コミュニ

ケーションツールの特性をまだ上手く活用できていない様

子が見られる．一方で，コミュニケーションしやすくなっ
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表 5 コミュニケーションの困難との関係が見られた項目
グループ (1) 困難を (2) 変わら (3) しやすく

感じる ない　 なった　

チーム数 5 18 4 p 値

設問 3 (緊急事態宣言以降の開発速度) 0.080

　　 (2) 遅くなった 4 8 1

　　 (3) 以前と変わらない 1 10 2

　　 (4) 加速した 0 0 1

(自由記述中の特徴)

　コミュニケーションのオーバーヘッドが妨げになっている 2 1 0 0.071

　コミュニケーションの質が低下した 2 2 0 0.18

　ユーザとの対話が不十分 3 0 0 0.00060

　積極的なコミュニケーション 0 8 2 0.19

　コミュニケーションツールでの会話を記録 0 2 2 0.10

使用経験のあるコミュニケーションツール数 3.2± 1.1 3.6± 1.8 5.8± 1.3 0.036

たチームには，コミュニケーションツールの利用になれて

いる，もしくは，新しいコミュニケーションツールを試用

することに積極的である傾向が見られる．

3.3 分散開発の特性に基づく分析

ここで，一様に出社していた環境から，COVID-19 後，

強制的に勤務形態が二分した状況を考えると，在宅勤務お

よび出社勤務の異なるコミュニケーション環境下では，両

グループが抱える条件に差が生じるため，違った観点が生

まれると考えられる．

そこで本節では，Shameem らが提案した，地域的な分

散環境下におけるソフトウェア開発時のコミュニケーショ

ンに影響を与える 5 つの要素 [15]に基づき，自由記述の内

容から，在宅勤務と出社勤務において，どのような違いが

現れたか分析する．

3.3.1 時間的な距離

時間的距離は，コミュニケーションを取ろうとする際の

時間差を意味している．応答速度が遅くなるにつれて情報

のリアルタイム性が損なわれる通り，適切な情報が伝達さ

れないことでコミュニケーションに影響を与える要素とな

る．ただし，応答時間とは関係なく，通信において発生す

る遅延などは非常に多くのストレスや情報の欠損を含むた

め，利用ツールの適切さにも注意する必要がある．

以下に示すのが出社および在宅勤務において，時間的な

距離に関する記載されていた回答である．

• コミュニケーション困難下を自覚した積極的なコミュ
ニケーションがある (出社)

• 記録が残るため振り返りやすい．進行状況が把握しや
すい．(在宅)

• 対面で聞くよりは，ツールを利用する必要があり手間
がかかる (在宅)

• 会話するときにいちいちツールを挟むかどうかの違い
で即時性，情報量，安定性，頻度が少しロスする (在宅)

• 安定した制約なくいつでも利用できる状況が整ってい
る環境にあることが前提 (在宅)

出社勤務においては，コミュニケーションに困難が生じ

るといった前提のもと，自発的に頻度を多くすることで時

間的な距離の克服を試みる回答があった．

一方で，在宅勤務勤側で目立ったのはツールに関する記

載である．ツールの活用によりコミュニケーションで情報

の欠落が改善している点を評価する半面，特に会話に関す

る悪影響についての指摘が多かった．会話を伴うコミュニ

ケーションについては，これまでツールを利用せずに実現

できていたことが比較対象にされており，そのため一段

ツールを挟んでいる認識が強く，手間だと感じる指摘があ

る．また，通信環境の安定性に対する懸念もあり，出社勤

務側と比べて影響が大きい差だと指摘している．

3.3.2 地理的な距離

地理的距離は，他のメンバーにアクセスするのに必要と

なる距離を意味している．開発のメンバー間だけではなく，

関係者へ素早くアクセスできることは誤解により発生する

リスクを減らすことができる．プリンターなどのオフィス

機器やサーバーなど，直接伺って確認する資源との距離も

含む．

以下に示すのが出社および在宅勤務において，地理的な

距離に関する記載されていた回答である．

• 従前のような気軽に声をかけていただける状況では無
くなってしまっている (出社)

• 接点が減っている (出社)

• 相手が在宅勤務のため，障害発生時に席に伺って状況
を確認することが難しくなった (出社)

在宅勤務側は，そもそも地理的距離による影響がある前

提であったためか，関連する回答は見つからなかった．

一方で，出社勤務側は問題を指摘する記述が多く，COVID-

19 以前のようにアクセスできない周辺環境の変化について

報告している．近場のアクセス先が減少しただけでなく，
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障害発生時のリスクを指摘する回答も確認できた．

3.3.3 社会文化的な距離

社会文化的な距離はチームメンバー間の倫理観や規範的

な行動指針の距離を意味し，組織文化や母国の文化，言語

の違い，個人のモチベーションなどが距離の要因となる．

今回の COVID-19 の場合，これまで勤務時間や休憩時間

など，均一的な行動様式であったのが，在宅勤務の場合，

会社とはまた別の環境下での倫理観や行動規範が，必要と

なる点に留意する必要がある．

以下に示すのが出社および在宅勤務において，社会文化

的な距離に関する記載されていた回答である．

• なるべく規則正しく，ロックダウン前と同じ時間帯で
業務をする (在宅)

• 勤務時間を変えたりしない (在宅)

出社勤務については，以前と状況に変化が生じているわ

けではないので，関連する回答は見つからなかった．

一方で，在宅勤務側の記載として，在宅勤務前と変わら

ない規則正しく生活リズムを保つことや，勤務時間帯を変

更しないなど，個人を律する必要性が報告されている．

3.3.4 社会的コミュニケーション

社会的コミュニケーションは業務外におけるコミュニ

ケーションを意味しており，開発者間における信頼関係を

構築する上で重要な要素となる．例えば，業務中の適度な

趣味などの個人に関する雑談や，昼食または休憩などの時

間を共有することは，個人間の信頼関係を向上させ，業務

の遂行を円滑にする．

以下に示すのが出社および在宅勤務において，社会的コ

ミュニケーションに関する記載されていた回答である．

• 週１はコミュニケーションを取る (在宅)

• 顔を合わせていないので、表情や態度から察すること
が出来ないため精神的な負担が溜まっていないかは心

配 (在宅)

出社勤務側には目立った記述はなかったが，在宅勤務側

は意識的にコミュニケーションを取る必要性について指摘

している．また，信頼関係が構築されているメンバーにお

いても，直接顔を合わせないことにより，表情や態度の機

微を察することが難しいことから心的負担がわからないと

いう懸念事項について報告している．

3.3.5 周囲に対する振る舞い

周囲に対する振る舞いとは，個人の行動に対して抱く好

意や嫌悪を意味している．例えば，個人または自然に発生

する環境音は仕事における集中力を阻害する要因となる．

また，挨拶や習慣は対面とツールを通してではニュアンス

の伝わり方が異なるため，意図せぬ印象を形成する可能性

がある．

以下に示すのが出社および在宅勤務において，周囲に対

する振る舞いに関する記載されていた回答である．

• 雑談はできないが、その分業務に集中できる (出社)

• ツール上で誰でも書きやすい雰囲気づくりを心掛ける
(在宅)

• ストレスを感じさせない緩いルール作り (在宅)

• メンバの自主性を尊重 (在宅)

• 精神的な緊張度も少なからずある為，ある程度の寛容
性を持つ (在宅)

出社勤務については，在宅勤務により人数が減ったこと

により集中できるとの回答があった．在宅勤務側は，ツー

ルを介した新しいコミュニケーションの場を意識してか，

ルールを設ける記載があった．

3.4 妥当性の脅威

アンケートの設問が多く，それぞれの設問の回答が比例

尺度や順序尺度，名義尺度などにばらついていたため，統

一的な多重比較が実施できていない．そのため，反復した

比較によって，小さな p値が出た可能性がある．さらに，

本研究のアンケート回答件数は 24件と限られていること

から，差が見られた項目でも p 値が 0.1 以上であるものが

多かった．そのため，差が有意なものかどうかを議論する

には，規模を拡大した調査が必要となると考えられる．

また，分析の段階で，自由記述の設問に登場した特徴を

取り出して拡張を行なっている．しかしこれは，拡張され

た特徴について，回答者が自由記述欄を記入する際に自発

的に思い付いたという事実について分析を行なったことに

なる．そのため，これらの拡張された特徴を，新たな設問

として，アンケートを再度実施した場合には，結論が異な

る可能性がある．

本アンケート対象は，1つの会社の中のチームのみであっ

た．そのため，社会全般の開発チームに対して一般化でき

るかは，明らかではない．しかし，回答したチームは多様

なソフトウェアプロダクトを開発しており，関係者の人数

も広く分布していることなどから，ある程度の多様性は確

保できたものと期待される．

開発チームへの負荷を低減する目的で，アンケートの回

答は任意であった．このことから，回収されたアンケート

は時間的に余裕のあったチームへと偏ったおそれがある．

そのため，社内の他の開発チームや社会一般の開発チーム

に対して，本研究の結論を敷衍するには，チームの置かれ

た状況を加味した補正が必要となる可能性がある．

4. まとめ

本論文では，COVID-19 の流行による自粛要請に対する

ソフトウェア開発チームの対応を調査した．全体として，ソ

フトウェア開発チームは，様々な工夫によって COVID-19

の感染拡大と在宅勤務への推移を克服しようとしていた．

特に，積極的にコミュニケーションを取ることを心掛けた

り，新たにコミュニケーションツールを採用したりするな

どの対策が多く見られた．
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さらにアンケート結果を分析したところ，チームの特性

が，開発速度やコミュニケーションの困難に影響している

可能性があることが分かった．特に，ユーザとの対話が疎

になることが開発速度への影響が大きく，また，コミュニ

ケーションに困難を感じるチームには，オンライン化によ

るコミュニケーションの質の低下や，オーバーヘッドの増

加を懸念する傾向が見られた．一方で，コミュニケーショ

ンに困難を感じないチームは，新しいコミュニケーション

ツールを利用する傾向が強く，同時に，コミュニケーショ

ンツールを効果的に利用する方法を積極的に模索してい

た．また，開発速度の落ちこみが小さいチームには，遠隔

でのコミュニケーションを積極的に記録することで，活用

しようとする傾向が見られた．

今後の課題としては，開発者と開発チームの適応につい

てより深く調査するとともに，より広い範囲の開発者に対

して調査を広げることが考えられる．また，COVID-19 の

感染拡大への対応は長期間に渡ると考えられるため，開発

チームの様子を追跡調査することも有意義であると考えら

れる．
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